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RGF Staffing Delaware, Inc.の株式の譲渡に関するお知らせ 

 

 

三井物産株式会社(本社：東京都千代田区、社長：堀 健一、以下「当社」)は、米国で専門職人材

の派遣・斡旋事業を展開する The CSI Companies, Inc.(以下「CSI 社」)の持株会社である RGF 

Staffing Delaware, Inc.（以下「RGF社」）の株式30%を保有しておりますが、今般、当社が保有す

る全RGF社株式に関して、オランダRGF Staffing B.V.に 130.5 百万米ドル（約190億円）で売却

（以下、「本売却」）することを本日決定し、株式売買契約書を締結しました。本売却は2024年 3月

期中の実行を予定しております。 

 

当社は2010年のRGF社出資参画以降、2014年には米国で医師・理学療法士等の派遣・紹介事業を

展開する The Delta Companies、2017 年には米国で看護師等の派遣事業を展開する Accountable 

Healthcare Holdings Corporationを買収する等、多様な医療人材の派遣・紹介事業の構築を進めて

おり、本売却は戦略的な事業ポートフォリオ入替えの一環です。 

 

 

  

１. RGF事業概要 

 

（１） 名 称 RGF Staffing Delaware, Inc. 

（２） 所 在 地 
1209 Orange Street, City of Wilmington, County of New Castle, 

Delaware, U.S.A. 

（３） 代表者の役職・氏名 Rob Zandbergen（Chairman, President） 

（４） 事 業 内 容 
専門職人材の派遣・斡旋事業を展開するThe CSI Companies, Inc.

の持株会社 

（５） 設 立 年 月 日 2010年 6月2日 

（６） 大株主及び持株比率 
RGF Staffing B.V.（持株比率：70%） 

当社（持株比率：30%） 

（７） 
当 社 と 当 該 会 社 

と の 間 の 関 係 

資 本 関 係 当社は当該会社に30%出資しています。 

人 的 関 係 無し 

取 引 関 係 無し 

 

２．株式譲渡の相手先の概要 

（１） 名 称 RGF Staffing B.V. 

（２） 所 在 地 P.J. Oudweg 61, 1314 CK Almere, Netherlands 

（３） 事 業 内 容 ㈱リクルートホールディングスの人材派遣事業持株会社 

（４） 
当 社 と 当 該 会 社 

と の 間 の 関 係 

資 本 関 係 無し 

人 的 関 係 無し 

取 引 関 係 無し 



 

３．譲渡株式数、譲渡価額及び譲渡前後の所有株式の状況 

（１） 異動前の所有株式数 300株（議決権所有割合：30％） 

（２） 譲 渡 株 式 数 300株 

（３） 異動後の所有株式数 0株（議決権所有割合：0％） 

（４） 譲 渡 価 額 130.5百万米ドル 

 

４．日 程 

（１） 当 社 決 裁 日 2023年 12月 15日 

（２） 契 約 締 結 日 2023年 12月 15日 

（３） 株 式 譲 渡 実 行 日 2024年 3月期中（予定） 

 

５．今後の見通し 

本売却は、上記記載の通り2024年 3月期中に完了予定です。尚、本売却に伴い、当社は売却益約110

億円を計上する見込みであり、本売却益は2023 年 10 月 31 日に公表した 2024 年 3月期通期業績予

想に織り込まれています。 

 

以 上 

 

本件に関する問合せ先：三井物産(株) 

                                    IR 部  TEL：03(3285)7657 

広報部   TEL：080(5912)0321 

 

ご注意： 

本発表資料には、将来に関する記述が含まれています。こうした記述は、現時点で当社が入手している情報を踏まえた仮定、予期

及び見解に基づくものであり、既知及び未知のリスクや不確実性及びその他の要素を内包するものです。かかるリスク、不確実性及

びその他の要素によって、当社の実際の業績、財政状況またはキャッシュ・フローが、こうした将来に関する記述とは大きく異なる可

能性があります。こうしたリスク、不確実性その他の要素には、当社の最新の有価証券報告書、四半期報告書等の記載も含まれ、当

社は、将来に関する記述のアップデートや修正を公表する義務を一切負うものではありません。また、本発表資料は、上記事実の

発表を目的として作成されたものであり、日本国内外を問わず一切の投資勧誘またはそれに類する行為を目的として作成されたも

のではありません。 


